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71大規模不法行為の倒産手続による解決（楪）
に考えられる。一方で大規模不法行為債権者すなわち損害賠償請求者は、
損害賠償信託設定のために多年を要するだけでなく、損害額から大幅に減
額された割合の賠償しか得ることができない。満足できる被害への填補が
必ずしも行われていないのが現状である。
　したがって、大規模不法行為被害者の利益を保護する視点に立って大規
模不法行為の倒産手続による解決を図る場合、いかなる方法で賠償の支払
割合を高めるかが鍵となる。損害賠償信託を設定する際に賠償割合が高い
場合には、再建案の成立に向けて大規模不法行為被害者たる債権者の同意
が得やすくなるとともに、債権者の満足も高まるからである。そのために
は、受託者の信託運用能力のみならず、信託が枯渇しない信託運用上の方
策が講じられなければならない。ジョンズ・マンヴィル信託はこれを明確
に示す失敗例であった。そこで、大規模不法行為の解決を倒産手続とりわ
けチャプター11手続で図る際には、信託運用にかかる問題を処理するこ
とが今後の課題として残されているのである。
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